
１．制度の対象となる地域及び農用地

地域振興立法等で指定された地域において、傾斜がある等の基準を満たす農用地

（１）対象地域

① 「特定農山村法」「山村振興法」「過疎地域の持続的発展の支援に
関する特別措置法」「半島振興法」「離島振興法」「沖縄振興特別措置法」
「奄美群島振興開発特別措置法」「小笠原諸島振興開発特別措置法」
「棚田地域振興法」によって指定された地域

② ①に準じて、都道府県知事が特に定めた基準を満たす地域

① 急傾斜地（田：１/20以上、畑・草地・採草放牧地：15°以上）
② 緩傾斜地（田：１/100以上１/20未満、畑・草地・採草放牧地：８°以上15°未満）
③ 小区画・不整形な田
④ 高齢化率・耕作放棄率の高い集落にある農用地
⑤ 積算気温が低く、草地比率の高い草地
⑥ 「棚田地域振興法」によって指定された地域の急傾斜農用地及び同農用地

と連なった緩傾斜農用地
⑦ ①～⑤の基準に準じて、都道府県知事が定める基準に該当する農用地

集落等を単位とする協定を締結し、５年間農業生産活動等を継続する農業者等

注１ 農用地区域(農業振興地域の整備に関する法律に定める農用地区域)内及び
地域計画区域内（農業経営基盤強化促進法に定める地域計画区域）に存する一団の農用地を対象
※地域計画の要件化は

注２ ②、④及び⑥の緩傾斜地等は市町村長が特に必要と認めるものを対象

中山間地域等直接支払制度とは①

農業生産条件の不利な中山間地域等において、集落等を単位に、農用地を維
持・管理していくための取決め（協定）を締結し、それにしたがって農業生産
活動等を行う場合に、面積に応じて一定額を交付する仕組みです。

（２）対象農用地

２．対象者
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第６期対策から

○ 集落協定：対象農用地において農業生産活動等を行う複数の農業者等が締結する協定。
○ 個別協定：認定農業者等が農用地の所有権等を有する者と利用権の設定や農作業受委託

を受けるかたちで締結する協定。



中山間地域等直接支払制度とは②

注１）小区画・不整形な田、高齢化率・耕作放棄率の高い集落にある農用地の場合は、緩傾
斜の単価と同額になります。

注２）交付単価は上限単価です（16～18頁の加算措置の単価も同様）。
注３）本制度は、予算の範囲内で交付金を交付する仕組みです。申請額の全国合計が予算額を上

回った場合、交付金が減額されることがあります。

交付単価
（円/10a）

区 分地 目

21,000急傾斜（1/20以上）
田

8,000緩傾斜（1/100以上)

11,500急傾斜（15°以上）
畑

3,500緩傾斜（ 8°以上）

10,500急傾斜（15°以上）

草 地 3,000緩傾斜（ 8°以上）

1,500草地比率の高い草地(寒冷地)

1,000急傾斜（15°以上）
採草放牧地

300緩傾斜（ 8°以上）

交付金は協定参加者の話合いと合意により、地域の実情に応じた幅広い使途に
活用できます。（使途は、予め協定に定めておく必要があります。）
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４．交付金の使途

３．交付単価

長崎県長崎市山形県大蔵村 千葉県鴨川市

トピック 指定棚田地域

多面にわたる機能を持ちつつも荒廃の危機に直面している棚田は、「棚田地域振興
法」によって支援されており、同法に基づき指定された「指定棚田地域」は、令和元
年８月の施行以降、これまでに41道府県733地域（令和７年２月時点）あります。



認定棚田地域振興活動計画（認定計画）に基づき、棚田地域の振興を図る取組を行う場合に加算

４, 15ページの活動に加え、地域農業の維持・発展に資する一定の取組を行う場合には、
交付単価に所定額が加算されます。

加算措置について①

超急傾斜農地(田) 超急傾斜農地(畑)

① 棚田地域振興活動加算

棚田オーナー制度による
棚田地域振興活動

超急傾斜農地の保全等の取組を行う場合に加算

② 超急傾斜農地保全管理加算

対象協定：集落協定、個別協定

対象農地：田であれば1/10以上、畑であれば20度
以上の農地

単 価 ： 6,000円/10a（田、畑）

上限額 ： なし

取組期間：１～５年

目標設定：ア「超急傾斜農地の保全」
イ「超急傾斜農地で生産される農作

物の販売促進等」

石積み保全活動

［対象活動の例］

ア～ウ各々に定量的な目標を一つ以上、計３つ以上の目標を定めます。その３つ以上の目標には、
棚田の価値を活かした活動（地域の実情に応じたもの）、集落機能強化（人材の確保を含む）
及び生産性向上に関する目標を含める必要があります。

対象協定：体制整備単価の集落協定のみ
対象農地：認定計画に「指定棚田地域振興活動を通じて保全を図る棚田

等」に位置付けられている棚田等で、田であれば1/20以上、
畑であれば15度以上の農地
※ ネットワーク化加算との重複は可能ですが、超急傾斜・スマー

ト農業の各加算、集落機能強化加算の経過措置と同一農用地を
対象とした重複はできません。

単 価 ： 10,000円/10a（急傾斜地 田:1/20以上、畑:15度以上）
14,000円/10a（超急傾斜地 田:1/10以上、畑:20度以上）

上限額 ： なし

取組期間：１～５年

目標設定：ア「棚田等の保全に関する目標」
イ「棚田等の保全を通じた多面にわたる機能の維持・発揮

に関する目標」
ウ「棚田を核とした棚田地域の振興に関する目標」

目標設定例：
ア：〇棚田の保全活動に取り組む人数を関係人口の協力を得て、▲人から■人に増加させる。
イ：食味基準を設ける等により品質向上を図り棚田米の販売量／額を▲トン／円から■トン／円

に増加させる。
ウ：棚田の周辺に直売所（農家レストラン）を整備し、年間●円の売り上げを達成する。

目標設定例：
ア：当該農地の法面について、石積みの補修、防草シートの設置による適切な維持管理を実施する。
イ：当該農地を含む協定農用地で生産される農産物（○○）をJAのイベントとJAのHPを活用して

PRする。
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加算措置について②

複数の集落協定間でのネットワーク化、統合等を行った上で、主導的な役割を担う人材の確保
と農業生産活動等の継続のための活動を行う場合に加算

③ ネットワーク化加算

対象協定：体制整備単価の集落協定のみ

対象農地：①又は②の集落協定農用地
① 20ha以上のネットワーク化（協議会等を設置する場合

に限る）又は20ha以上の統合を行った協定
② 新たに１組織以上の農業者団体以外の組織が活動に

参画した上で、新たに参画する組織を含めて２組織以上
の農業者団体以外の組織が活動に参画する協定
（同じ地域計画区域内に他の集落協定がない場合に限る）

単 価 ： 10,000円/10a（～５ha部分）
4,000円/10a（5～10ha部分）
1,000円/10a（10～40ha部分）

（地目にかかわらず）
上限額 ： 100万円/年度

※統合の場合は、統合前の協定単位で上限額を設定

取組期間：１～５年

目標設定：定量的な目標を１つ以上定める。

［実施が必要な活動］
○主導的な役割を担う人材（地域内の組織が

行う活動において中心的な役割を担うこと
が見込まれる者）の確保

○設定した目標達成に向けた農業生産活動等
の継続のための取組

（担い手等の人材確保、草刈等作業の共同化、
機械・施設の利用の共同化 など）

第６期対策から

目標設定例：
• 高収益作物の作付面積を現状の○haから△haまで増加させる。
• 機械の共同利用のための組織を立ち上げ、ネットワーク化した協定の農用地の○％で機械利用の

共同化を行う。
• 加工品の開発、販売を行い、販売額を○円から△円に増加させる。
• 生産、加工、販売の過程を総合的に主導する人材を○名確保する。
• ○○○の営農ボランティアを現状の△名から□名に増員する。
• 農泊事業と連携して農業体験ツアーを行う体制を構築し、体験参加者を○人から△人に増加させ

る。

〇協定面積と加算額のイメージ図

［対象活動の例］

○リモコン式自走草刈機による除草
○ドローンによる播種・防除・農薬散布
○水管理システムや自動鳥獣捕獲機の導入 など

スマート農業による作業の省力化・効率化を図る取組を行う場合に加算

④ スマート農業加算

対象協定：体制整備単価の集落協定のみ

対象農地：集落協定農用地

単 価 ：5,000円/10a（地目にかかわらず）

上限額 ：200万円/年度

取組期間：１～５年

目標設定：定量的な目標を１つ以上定める。

ドローンによる防除作業自走式草刈機の導入

第６期対策から

目標設定例：
• ドローンを導入し、オペレーターを育成するとともに、農薬散布に要する時間を○割減少させ

る（農薬散布を行う面積を△haから□haに増加させる）。

• リモコン式自走式草刈機を導入し、除草作業時間を○時間／日だけ減少させる

（リモコン式自走草刈機を利用する面積を△haから□haに増加させる）。
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加算を受けるには、原則として体制整備単価である必要がありますが、超急傾斜農
地保全管理加算に限り、基礎単価の場合であっても活用が可能です。

○ 超急傾斜加算以外の加算措置を活用する場合、協定参加者の話合いにより、
その取組によって達成する定量的な目標を定めます。

○ そのうち、棚田地域振興活動加算における目標については、都道府県の第三者委員会
の機能を活用し、その妥当性の確認等を図ります。（その他の加算措置についても国、
都道府県、市町村は加算の取組の適切な実施について、指導を行います。）

〇 設定した目標が取組期間内に達成されなかった場合は、加算の遡及返還が必要となり
ます。

複数の加算措置を活用する場合、加算措置ごとに異なる取組・目標とする必要があり、
同一の取組・目標に対して複数の加算措置を受けることはできません。

加算措置について③

Point ３Point ３

Point 1Point 1

Point 2Point 2

本交付金以外の国の補助事業の対象として整備する機械等に、加算分の交付金を充
てることはできません。

Point ４Point ４

加算措置の留意点

本パンフレットに記載の加算措置は、第６期対策期間中（令和７年度～令和11年度）
に適用されるものです。第６期対策での加算の適用は令和11年度が期限であることを踏
まえて、活動の計画を検討するようお願いします。

Point ５Point ５
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⑤ 集落機能強化加算の経過措置

対象協定：体制整備単価の集落協定のみ

対象農地：第５期対策（R2～R6）に集落機能強化
加算に取り組んでいた集落協定のうち、
１組織以上の農業者団体以外の組織又は
構成員の10％以上の非農業者が活動に
参画する集落協定の農用地

※ネットワーク化加算との重複はできません

単 価 ：3,000円/10a（地目にかかわらず）
上限額 ：200万円/年度
取組期間：１～５年
目標設定：定量的な目標を１つ以上定める。

［対象活動の例］
○新たな人材の確保（インターンシップ、

営農ボランティア、農福連携 など）
○集落機能を強化する取組
（地域運営組織等の設立や連携、

地域内外組織との連携 など）

目標設定例：
• ○○の収穫ボランティアを現状▲名から●名増員する。
• 集落で受け入れるインターンシップ生の延べ活動日数を現在の年間▲日から●日に増加する。
• NPO法人との連携体制を構築し、高齢者見回りサービスを開始するとともに、NPO法人の共同

取組活動への参加体制を構築する。

留意点
・集落機能を強化する取組は、地域運営組織の設立や地域

運営組織等との連携等による集落協定の体制整備を目指
すものです。このため、取組の目標は例を参考に集落協
定の体制整備との関係がわかるものを設定してください。

・外部組織と連携する場合は、人的資源を補完し合ったり、
連携活動により双方の活動が充実、効率化できるWin－
Winの関係構築を目指してください。

・経過措置終了後の活動財源確保も含めて、中間年（令和
９年度）を目途に活動継続のための体制整備に向けた検
討を進めるよう努めてください。


